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超音波診断を含む妊婦健診の導入と普及要因
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要 　　　約
本研究は，超音波診断を含む妊婦健診の導入と普及要因を明らかにするため，戦後の医療制度再編
に施行された医療法，医療保険制度，医療金融公庫法および母子保健法の つの領域に焦点を当てて
分析したものである．
その結果，超音波診断装置の導入，普及には医療産業育成政策が動因として挙げられ，政府の政策
支援によって達成したものであることが明らかになった．また同装置の開発と臨床への導入には医師，
技術者以外に，日本学会の功労も大きいものであった．さらに超音波診断の保険診療の適応が広
く導入を促した．その結果，超音波診断を含む妊婦健診が一般的になり，本来は順調に妊娠の経過を
観察するという妊婦健診は，胎児異常の早期発見に傾倒した妊婦健診になったといえる．
緒 言
母子保健法により，母子保健の向上に関する措置
として妊婦の保健指導が定められている．これは正
常な妊娠，出産または育児を行うために勧奨されて
いるものであり，診察ないし診断の結果，健康増進
に必要な保健上の注意，助言を与え，日常生活にお
いて保健上守るべき事柄を指示し，指導するもので
ある．つまり妊婦の保健指導とは，妊婦の健康診察
を含み妊婦の心身の経過を把握することを目的とし
て実施されるものである．日本の場合，妊婦健康診
査（以下，妊婦健診または妊婦検診と示す）を提
供する医療機関は病院や診療所（以下，病院と示す）
および助産所であるが，		年の『母子保健の主な
る統計』のデータによると，日本の出産のは
病院において行われていることから，大多数の妊婦
は病院で妊婦健診を受けていることが考えられる．
そこで提供されている妊婦健診は，通常医師によ
る妊婦の一般状態を評価する妊婦診察と，胎児の形
態および成長・発育を診断する超音波診断にくわえ
て，助産婦による日常生活に関する保健指導が主な
内容である．つまり妊婦健診という一連の流れで行
う つの医療行為を，医師の診察と保健指導を行う
助産婦の双方で役割・業務分担し，妊婦に提供して
いる状態なのである．そして病院で妊婦健診を受け
る妊婦は，妊娠と診断されてから出産までの間，ほ
ぼ毎回の妊婦健診時に超音波診断による胎児診断を
受けているといっても過言ではない．
こうした超音波診断が用いられる現在の妊婦健診
のあり様は，決して“昔からあったこと”ではない．
むしろこうした妊婦健診の現状こそが特異と言える
のかもしれない．なぜ，またどのようにして産科領
域の妊婦健診に超音波診断が導入され，慣習化され
るようになったのか．超音波診断を含む妊婦健診の
成立過程とその要因を明らかにする必要がある．そ
うすることで，超音波診断を用いた妊婦健診のあり
方を再考する一資料になると考える．
研 究 目 的
本研究は，妊婦健診に超音波診断が導入，普及さ
れていく要因について明らかにする．
研 究 方 法
研究方法としては，主に文献資料・資料探索とそ
れらの資料分析を行った．諸資料は，（
；以下，と示す）機器の開発が始め
られた
（昭和）年から，機器の普及が一
般化した（昭和）年までを中心に，		（平
成）年までの超音波診断装置の開発・普及過程と
社会的な背景，ならびに超音波診断に関する医療保
険制度の動向や母子保健関連に関する文献・資料を
用いた．
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分析は機器の臨床応用が開始されてから，産
婦人科領域に導入，普及されていく経過を追い，そ
こに超音波診断を用いた妊婦健診を推進するための
諸制度を検討した．とくに超音波診断が妊婦健診に
導入される際に影響を与えた母子保健と医療政策の
動向を探った．また超音波診断の普及と開発には必
要不可欠であった医療産業育成政策の諸制度と，
機器の普及状況との連動性にも着目した．
分析に使用した諸資料群は，
年		年まで
の間に報告された『順天堂医学雑誌』『医科器械学雑
誌』『医用電子と生体工学』『産婦人科学会誌』『産科と
婦人科』『産婦人科治療』『産婦人科の実際』『産婦人科
の世界』『臨床産婦人科』『日本産科婦人科学会誌』『周
産期医学』『超音波医学』『日本（現エム・イー）学
会大会予稿集』『』『  
 !"#』『!$  %』『%
&  』『 '(
 )#"#』『!$ % & '(  
)#"#』『% & *#$+ '(
 )#"# 』『,- . !"# 』『.
'(  )#"#』『/+ % &
'(  )#"#』『/+ % &
*』『% &  0 』
『'(  )#"#』等，超音波医学，産婦
人科学関連領域の研究論文，超音波関連領域専門雑
誌および研究論文全般（全1冊）である．なかで
も，日本の産婦人科領域における超音波診断装置の
開発・研究を手がけ，その主流を成した研究者達の
論文を中心において分析を進めた．
妊婦健診や周産期管理に関する資料としては，『臨床
産婦人科』『産科と婦人科』『産婦人科治療』『産婦人科
の実際』『日本産科婦人科学会誌』『日本助産婦会雑
誌』『大日本産婆会資料』等を用いて分析を行った．
超音波診断装置の普及状況は，『周産期研究会
報告』（年		年），『医療経済実態調査概要』
（年）『医療施設（静態・動態）調査・病院報告
（全国編）』（年年），『薬事工業生産動態統
計年報』（
年年）までの報告書を用いた．
結果と考察
．超音波診断の開発・導入
　  ．外科領域の婦人科疾患から，産科領域の早
期妊娠診断へ
日本における超音波の医学的応用が本格的に始
まったのは
	（昭和
）年頃からであった．順天
堂大学外科学教室田中憲二，東北大学電気通信研究
所（通研）菊池喜充，日本無線研究部内田六郎らに
よる，/スコープ方式を用いた「超音波インパルス
による頭蓋内疾患検出」についての研究報告が，本
邦初の超音波診断装置についての臨床効果の報告で
あった．だが /スコープ方式では病変部の位
置，大きさおよび人体内部構造の輪郭をとるのは困
難であることから，次いで開発されたのが !スコー
プ方式であった．同法を用いた「人体内部の超音波
断層写真法」により脳内部構造を写すことができる
ようになった ．この人体内部構造が検出できる
超音波断層写真法は，脳腫瘍だけでなく乳癌や子宮
筋腫等の腫瘍疾患を診断する装置として高く評価さ
れた．そのため各医学領域への導入に期待が高まり，
なかでも子宮内部の胎児を診察する産婦人科領域で
は，臨床応用への注目が集まった．
産婦人科領域において，最初に超音波診断の臨床
応用を報告したのは，当時大宮日赤所属の室岡一と
石原哲夫らであった．「超音波反射法による産婦人
科疾患診断法」として，
（昭和）年頃よりそ
の取り組みを本格化させた ．室岡らが当初開発・
導入した超音波診断装置は /スコープ方式であり，
直進した超音波ビームを検体にあてて，直線的にか
えった反射エコーをブラウン管上に写し出すもので
あった．
/スコープ方式は経腹的，経膣的，経直腸的の 方
法で行われ，婦人科領域では経膣法により，子宮体に
超音波が通過しやすい方法がとられた．超音波は臓
器内に水が介在すると人体内部を容易に通過し，対
象とする臓器を鮮明に画像上に写し出すことができ
るためである．そのため開発当初は，産婦人科領域
の超音波診断に対して「羊水を内在する妊娠子宮は
診断対象としては理想的な存在」	であるといわれ
た．その結果，従来は診断が困難であるとされた早
期妊娠診断の臨床価値が高く評価され，妊娠 週
妊娠 週の初期妊娠が確定できるようになったので
ある
．また早期妊娠診断の確定以外に，胎児の胎
位・胎向の診断や骨盤計測および胎児児頭の計測も
行えるようになった．さらに
（昭和	）年には
卵巣腫瘍の診断，子宮筋腫，子宮癌等の診断以外に，
早期妊娠診断の確定，胎児児頭大横径計測，早期妊
娠診断の診断等が可能となり，婦人科疾患だけでな
く産科領域の正常な妊娠にも適応範囲が拡大される
ようになった ．
超音波診断の臨床結果が妊娠子宮に効果的である
ことが確認されると，より詳細な子宮内情報を得る
ため，新たな診断装置の機器開発が活発化した．そ
れが !スコープ方式による超音波診断装置であり，
同法により下腹部腫瘤に対する各種疾患の鑑別診断
が可能となり，腫瘤の大きさ，他臓器との関係性も
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判明するようになった．同方式を用いた場合，悪性
腫瘍の鑑別，異常妊娠の発見については臨床効果が
とくに高かったという．ただし !スコープ方式によ
る妊娠週未満の胎児像を確認するのは困難である
ことから，複合方式（.+- 2"）によ
る診断装置の開発もこのとき既に取り組んでおり，
鮮明な胎児断面像を検出することに努めていた ．
　  ．母子保健法と超音波診断の導入
	年代までは，妊婦健診の診察項目（以下，妊
婦健診項目と称す）は一般診察，外診法，聴診，測
診（子宮底と骨盤計測を示す）にくわえ，必要に応
じて内診が提供されていた．これらの診察内容は，
当時の助産婦が修得していた『白木助産学』の内
容とほぼ同様であったことから，助産婦と産婦人科
医の妊婦健診項目に大きな差異はなかったと考えら
れる．
しかし超音波診断の導入により，双方の診察内容
が異なった．その導引となったのが，
（昭和
	）年に制定された母子保健法であったと考えられ
る．同法を契機に，医師の定期的な妊婦健診が奨励
され周産期管理の徹底が教示されたためであった．
これは当時の高い数値を示す妊産婦死亡率を改善す
るために制定されたものであり，母体の異常の早期
発見，早期治療を目的に医師による定期的な妊婦健
診が推奨されたのである．だが同法は，妊産婦死亡
の改善を目的としておきながら，母体の異常は結局
出生する子どもの異常につながるという考え方に傾
倒し，「未熟児や不幸な子孫を残さない」という
理由から超音波診断の導入が奨励された．すなわち
母子保健法の制定は超音波診断の導入を誘引する契
機であったといえる．
妊婦健診における超音波診断の導入が，助産婦と
医師が行う妊婦健診のあり方を大きく変えた．従来
は非可視的で未知の存在であった胎児情報が，同法
を用いることによって，比較的容易に得られるよう
になった ．また視診，聴診，触診等，個人の感覚
を通して得られていた胎児情報が，超音波診断装置
を通すことによって，客観的なデータとして捉える
ことも可能になったのである．さらに臨床経験の年
数に関係なく，誰でもが比較的容易に同一のデータ
を得ることができるため，超音波診断を用いた妊婦
健診の導入が推奨されたのである．
　  ．急進する出産の機器化
超音波診断による妊婦健診が普及するなか，出産
管理に向けたその他の機器も開発され始めた．
まず初めに開発されたのが胎児心音装置であった．
従来のトラウベ桿状聴診器や両耳産科用聴診器を用
いた場合，大体妊娠	週頃になると胎児心音の聴取
は可能になった．しかしそれだと胎児心音が不明瞭
で音も小さく聞きにくかった．そのため胎児心音を
聴取する装置の開発が望まれ，胎児心音拡大装置が
開発された．これにより妊娠週頃からの胎児心音
聴取が確実になったのである．
この胎児心音拡大装置の臨床応用が可能になる
と，次いで超音波ドップラー法の装置を応用した分
娩監視装置の開発・導入が進められた．同装置を用
いることで，「出産時に産婦が胎児への関心を高め
ることが容易」になり，また「人手不足の対策から，
分娩室，陣痛室の天井にカメラを置くことで，深夜
分娩監視の労を省き，夜間の産婦の観察を簡略化で
きる大変便利なもの」になった．さらに本装置を
用いた診断は胎児情報を数量的に得ることが可能で
あり，その数字を客観的に評価することで胎児診断
が容易に行えるという利点があった ．（昭
和）年頃になると，超音波ドップラー法を応用し
た分娩監視装置の開発，普及が全国的に進められて
いった ．
その結果，製造 年目には1			台以上が市販され
大学病院以外の医療機関でも使われ始めた．ま
た，胎児の生存を超音波断層法で確認し，ドップラー
法で生死を判定することで妊娠	週以降は，ほとん
ど		に近い妊娠診断が行えるようになったので
ある	．
この頃になると，超音波ドップラー法が急速に浸
透していく様が，産婦人科専門領域の関連誌上で多
数報告されている．例えば，慶應義塾大学医学部産
婦人科外来では，（昭和）年月から産婦人
科外来に「外来」を開設し，超音波ドップラー
法を定期的な検査方法として，胎児生存の診断評価
に導入したと報告している．その実施例数は，
（昭和）年度は人，（昭和）年度は1	
人，（昭和）年度は1人と，導入後 年
目には，ほぼ全員の妊婦に適応していた 
．また東
北大学医学部産婦人科外来でも，（昭和）年
頃からは超音波ドップラー法による分娩監視装置の
導入が開始された．導入当初は	程度の利用率で
あったものが，翌年にはほぼ半数がその適応となり，
年後の	（昭和
）年には助産婦全員が使用法
に熟達し，殆ど全例に使用するようになった．この
分娩監視装置が導入されて以降，その計数や記録用
紙を監視するため，医師および助産婦の常在する場
所を産婦の側から分娩監視室に移動させ，複数のモ
ニターを使って複数の産婦を同時に観察するように
なったという．
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ただし超音波診断の使用は各科共通であり，検査
所要時間は 回につき 分から
分程度であった．
しかしその後急速に産科領域の反復検査例数は増
加し，他科に比して圧倒的に多い回数になったとい
う．
こうして急速な機器の開発と導入は，医学に
おける診療技術の革新につながり，医療経営近代化
の視点からも効果的であると評された．つまり日常
の診療行為全体系にわたって機器の導入を図る
ことにより，臨床行為の水準が高まり，病院経営上
人件費の節約にも効果的であると奨励されたのであ
る．その結果，（昭和）年頃になると，多様
な機器が産婦人科領域に導入され産婦人科領域
で用いられている機器の種類とそれらの適応
について，多種多様なものが紹介されるようになっ
た ．すなわち
	年代の半ばから開発された超
音波診断装置は，その後も多様な機器の開発に
向けた競争を促し，出産の機器化を成立させた
といえる．
．超音波診断による妊婦健診の成立
　  ．妊婦健診から妊婦検診へ
	（昭和
）年代になると，早期妊娠診断の方
法としては生物学的診断法，免疫学的診断法に加え
て，超音波診断が有効的な診断方法であると紹介さ
れた．そのため妊婦は，妊娠と気づいた際には直
ちに初診，諸検査を受け，異常があればその処置を
うけるように奨励された．これは前述したように，
母子保健法を契機として母体保護の指標が妊産婦死
亡と乳幼児死亡のふたつとされ，それを元に周産期
管理の徹底が強調されたためでもあった．
超音波診断による胎児診断が一般的に行われるよ
うになると，妊婦の定期健診に使用される用語は変
化した．従来の，健康な妊婦を対象に妊娠の経過と
胎児の成長・発育経過を診察する「妊婦健診」は，疾
患の診断目的として使用される「妊婦検診」へと変
化し，医療管理の目的に合致させた用語が使用され
るようになったのである．また周産期管理の徹底を
図る目的から，妊婦が受ける検査項目の増加や，頻
回にわたる妊婦健診も一般的に実施されるようにな
り，医学的管理の様相が色濃くなったといえる．
「超音波診断を含む妊婦検診」の普及に伴って，妊
婦健診における産科医の存在意味も変わってきた．
「従来は特異な検査を持たなかった産婦人科医にとっ
て，超音波断層検査は，極めて重要な必須の武器と
して，非常な勢いでの普及が期待」されたためで
あった．また「超音波診断は簡便に利用でき，しか
も安全性に優れているため，方法を間違わなければ
スクーリングに最も適した検査法であり，全例に，
しかもできるだけ早い時期に行っておくのがよい」
ともされた ．
その結果，従来産科医が実施する妊婦健診は，超
音波診断が導入されたことにより胎児診断が行える
という特徴を持つようになり，妊娠中の胎児管理を
する重要な役割を担うようになった．それに伴って
胎児管理が行える超音波診断装置も必要不可欠な診
断機器になったのである．すなわち超音波診断を
用いた胎児診断により，産婦人科医独自の診断対象
と診断技術が確立されたといえる．
　  ．胎児の出生前診断の確立
超音波診断が普及すると出生前医学の臨床として
「胎児の出生前診断法」や「胎児診断」という言葉も
日本で使用され始めた．胎児診断を行う機器は
胎児心電計，胎児心音計，陣痛計を基本として，そ
れらを組み合わせた分娩監視装置や超音波診断装置
が主要な出産管理装置として使用された．これらの
機器の装置を通して得られた計測値を評価する
ことで，比較的容易に客観的な胎児診断が行われる
ようになったのである．そして多様化する機器
の開発に伴って胎児診断の項目が増え，より詳細な
胎児診断の内容を求める様になった．
胎児診断の項目としては，（）胎児の生死や，妊
娠週数に応じた順調な発育，成長が行われているか
どうか，（）胎児の数や位置の診断，（）胎児奇形の
有無やその種類の診断，（）胎児胎盤系の機能の診
断，（
）急性あるいは潜在的胎児切迫仮死の診断等
である．胎児の出生前診断法としては，（）超音波
検査（ドップラー法，断層法），（）胎児心音，心電，
心拍数図検査，（）胎児血液化学検査，（）羊水成
分の化学的分析，（
）羊水または胎表造影，（）羊
水鏡検査，（）母体尿中エストリオール，血中3*
などの内分泌検査	等である．
多様な超音波診断装置の開発・導入と臨床効果を
受けて，大学病院などでは「胎児超音波外来」を開
設するところもあらわれ，同法の反復検査回数は，
さらに増加の一途をたどったのである．
すなわち開発当初，婦人科領域の腫瘍疾患を対象
としていた超音波診断装置は，人体内部の情報が得
られることから妊婦へとその診断対象を拡大させ，
その後も，より詳細な胎児情報を得るために，様々
な診断装置の開発を邁進させた．その結果，超音波
診断の導入は妊婦を対象とした診断装置というより
も，胎児を対象とした診断装置として位置づけられ，
「胎児診断」または「出生前診断」を行う診断装置と
してその存在意義を確立したといえる．
超音波診断を含む妊婦健診の導入と普及要因 
　  ．胎児の形態診断から臓器の機能診断
胎児診断の確立に伴い，さらなる詳細な胎児診断
の情報を得るために，胎児の形態診断から臓器の機
能診断へと期待が高まった．それが	（昭和

）
年代以降に開発された，胎児の血流動態観察法とし
てのパルスドップラー法と経膣プローブ法であった．
胎児血流動態観察法としてのパルスドップラー法は，
超音波ドプラ法を用いることで胎児血流動態の評価
を目的として臍帯動静脈，児頭頭蓋内血管，下行大
動脈の血流波形計測等を行うものであった．この装
置により超音波診断装置の画像上に，胎児・新生児
の心臓形態や動きが色つき実時間で観察でき，全身
の血流走行状態，抹消血管抵抗，心房負荷の状態等
が評価できるようになった．
次いで開発されたのは経膣プローブを用いた経膣
超音波診断法であり，これは経腹超音波診断法の限
界を解消するものであった．経腹超音波診断法は
使用される超音波の周波数が  
34であるた
め，診断部位が人体の深部に位置する場合は得られ
る情報に限界があり診断が困難であるという欠点
があった．超音波のエネルギーが生体中を伝播する
際に生体の粘性の影響を強く受け，高い周波数に
なるほど急激に超音波が分散するという特性をも
つためであった．この特性は「周波数依存性減衰」
（05# 6- /；以下，06/
と示す）と呼ばれ，その分散程度は周波数に比例し
ている．したがって画像を鮮明にしようと高周波を
使用しても，結局超音波の分散が著しいために画像
が不鮮明になるという状況を招き，人体の体表より
深部にあるものを観察するには無理があった．つま
り経腹法では，体表から深い部分の臓器や子宮内に
いる胎児を，より鮮明に観察するには不十分であっ
たのである．
そこで考案されたのが経膣プローブを使用した経
膣的超音波断層法であった．この経膣プローブは経
膣法に用いるための独特なプローブの形と，
34
から
34という高い周波数が特徴であった．通
常は超音波の周波数が上昇すれば超音波の到達距離
は短くなり，近い場所しか観察できず，距離で示す
とプローブ先端より  +から	+が適当な距離
であった．その長さは成人女性の膣の長さに相当し
た．そのため経膣法では，高周波の超音波診断装置
を用いても超音波が分散せず，鮮明な子宮内胎児の
像が画像上に検出できた．使用される周波数が高い
ほど得られる画像の質も高くできることから，経膣
法では経腹法よりも画質の良い断層像を得ることが
可能になったのである．またパルスドップラー法を
使用した経膣超音波断層装置は，胎児の心臓形態や
動きが実時間で観察でき，心臓各部位の動きを定量
評価できるという機能も備わった．すなわちパルス
ドプラー法を用いると全身の血流速度の計測ができ
るのみならず，血流走行状態，抹消血管抵抗，心房
負荷の状態までも評価が可能になり，そこに経膣法
を併用することで，それはさらに鮮明な画像として
写しだされるようになったのである．
　  ．立体画像による 次元超音波診断法の開発
	年代に入ってからは，コンピュータを内蔵し
た超音波診断法である 次元超音波診断法（7$
6+ ；以下  6と示す）の臨床
応用が可能になった．この  6が産婦人科領域でも
臨床応用されるようになったのは年以降であ
り，当時埼玉医科大学総合医療センター産婦人科教
室馬場一憲らによる，第回日本産婦人科学会と第
回世界産婦人科コンピュータ，ウィーン会議での
報告が，産婦人科領域における  6導入の始まりで
あった 
．
 6の開発が進み始めた	年代は，コンピュー
タの知識情報処理能力が不十分であり，立体画像を
得るための処理時間が長すぎる欠点があった．しか
しその後に，高速 次元表示用コンピューターシス
テムの開発が急進したことにより欠点が解消され，
臨床応用が可能になったのである．また同法を用い
ると，断層像だけでは見えてこない胎児の情報を得
ることができた．とくに妊娠中期以降の胎児の形態
を明瞭に描写することができ，胎児の運動神経系の
発達，障害，機能の評価に役立つと報告された．
次元構造が一度に表示されるため，胎児脊柱の湾曲
のみならず，四肢も含めた骨格系の異常な屈曲や湾
曲が診断しやすいためである．なかでも顔貌や耳の
形態は，染色体異常をスクリーニングする意味で重
要なものとして示唆された．また胎児の体重，羊水
量，胃容積，膀胱容積等の体積計算も行えるように
なった．これによって，胎児の発育や子宮内環境の
評価，消化管の形態学的異常や機能的異常，あるい
は腎機能等の詳細な胎児情報を得ることが可能に
なったのである．すなわちより詳細な胎児情報を得
るために，多様な超音波診断装置が開発され，それ
に伴って胎児を評価する項目もより多く，より詳細
になったといえる．
　  ．最近の周産期管理における 機器開発
の動向
（平成）年，周産期研究会は『医用電
子と生体工学』の専門誌上において，世紀におけ
る周産期管理の方向を提示した．従来の周産期管理
 鈴 　井 　江三子
における超音波診断に加え，周産期医療情報の標準
化とネットワークの具現化を図るものであった．こ
れは通常の電話回線を用いて，胎児心拍数と子宮収
縮のほか，リアルタイムで妊婦の顔，音声も同時に
把握できる妊婦在宅診療のための診断機器開発シス
テムであった．
また日本母性保護産婦人科医会（以下，日母と略
す）情報処理検討委員会においては，世紀におけ
る周産期医療のあり方を考慮して，光カードの母子
健康カード，電子カルテ化，ネットワーク化を積極
的に推進していく方針を打ち立てた．周産期医療情
報を電子媒体に記録し，母子健康カードとして妊婦
全員に配布することで，全国の医療施設において共
通に利用可能で効率がよいとの理由からであった．
この他，香川県では（平成	）年	月以降，
県内の周産期医療機関を相互に結ぶネットワーク
「香川健康福祉情報ネットワーク」を開始した．香
川医科大学母子センターを中心に 施設が医療情報
を共有し，地域におけるハイリスク妊婦の管理体制
を整備するためであった．この在宅妊婦モニタリン
グ・システムは，（平成 
）年に周産期研
究会の将来構想として企画されたものであった．
少子化が危惧される現在，さらなる胎児管理の重
要性が強調され，妊婦健診の回数も増加傾向にある．
それに伴って，妊婦を対象とした出産の機器化
は今も発展中であるといえる．
総じて，人体内部が検出できる超音波診断装置は，
早期妊娠診断の確立を始めとして，その後胎児診断
へと診断対象を移行，拡大させた．それに伴い，よ
り詳細な胎児情報を得ようと，様々な診断装置が開
発された．その結果，妊婦健診はその目的を変容さ
せ，妊婦の健康状態を診察するというよりも，胎児
のスクリーニングを行う胎児診断へと，その姿を変
えていったと考えられる．
．超音波診断装置の普及・推進	政策の果たした
役割	
　  ．機器の導入に向けた医療産業育成政策
	年代に入って，政府は医療供給体制再編政策
の つに，大型病院の進出を政策的に誘導したとい
う．かつては国立病院を中心とした「医療機関整
備計画」を打ち立てたが，財政の都合上，民間医療
機関とくに大病院の進出を誘導し，それを管理する
政策に方向転換したためであった．この大病院進
出が便益となって，「医療産業育成政策」の実現が容
易になったと考えられる．
その取り組みは，まず始めに	（昭和
）年に
行われた超音波診断に対する保険診療の導入から始
まった．このときから超音波診断が保険診療の適応
となり，同法に対する診療報酬が支払われるように
なったのである．次いで実施されたのは，（昭
和）年の病院と診療所における入院料，室料，看
護料，手術料等の引き上げ率の 本化であった．こ
れにより従来の病院と診療所に対する傾斜配分が一
本化され，診療所の財源が潤沢になった．また
（昭和）年には診療報酬の改定がなされ，年間
で
という処方箋料の大幅な引き上げがなされ，
さらに（昭和
）年 月には新医療技術の保険
料導入の拡大が図られ，超音波診断のような新医療
技術に対する保険診療報酬の支払額が高くなったの
である．
その後政府は，（昭和
）年に「新経済社会
発展 ヵ年計画」を発表し，産業構造転換政策，す
なわち「重厚長大」の重化学工業中心から，より付
加価値の高い「軽薄短小」の知識集約型産業への産
業構造転換を図る政策をうちたてた．この中で，医
療面では，「製薬，機器製造企業育成政策をす
すめ，医療費の構造も新薬の高薬価と高度医療機器
を使う医療に高点数を配分した」．すなわち政府
は，診療報酬の高得点配分を行う点数誘導政策の敢
行によって，臨床応用に対する機器の導入窓口
を開いたのであった．くわえて，国民皆保険の実現
以降に実施された診療報酬の大幅引き上げにより，
高額医療機器であった超音波診断装置を含む機
器を急速に普及させていったと考えられる．
その結果，『薬事工業生産動態統計年報』による
と，（昭和）年の医療用具生産金額は億
円であったが，国民皆保険による潜在医療需要の拡
大を契機に，それは徐々に増加していった．その後，
（昭和）年の大幅な診療報酬の引き上げと，
（昭和
）年の「新経済社会発展 カ年計画」
を受けて，さらに急成長を続け，（昭和
）年
には1
億円の事業となった．医療用具大分類別
生産金額のなかで，最も生産額の高いのが診断用器
械器具および装置と，診療施設用器械装置およびそ
の付属品であることから，診断用機器は全体総生産
高の約 割を占めるまでに成長したのであった ．
また薬事工業生産動態統計年報の「超音波診断・
診療装置生産金額の年次推移」（図 ）をみた場合，
（昭和）年の大幅な診療報酬引き上げを契機
に，超音波診断・診療装置生産金額は急カーブを描
いて高騰している．くわえて，（昭和
）年に
報告された通商産業調査会報告の『機械統計年報生
産動態統計』による，電子応用装置の「超音波応用
装置医療機器」の生産金額推移によれば，同年の	
億が翌年には約		億にまで増額している．その後
超音波診断を含む妊婦健診の導入と普及要因 

も生産額は順調に急成長を続け，（平成 ）年
の	億を頂点に，			（平成）年現在でも	億
の生産額を維持している．
すなわち超音波診断の導入・推進は，超音波診断
に対する保険点数の配分，診療報酬の度重なる大幅
引き上げによって，臨床への導入が容易になり反復
使用回数が増加の一途をたどったと考えられる．
　  ．超音波診断装置と分娩監視装置の普及状況
　（）超音波診断装置の普及状況
超音波診断装置の普及状況を示した報告は
（昭和
）年 
月，中央社会保険医療協議会が実施
した調査報告があげられる（表 ）．これは医業経
営の実態を把握するために，全国の保険医療機関を
対象に調査した医療経済実態調査（ミクロ調査）で
ある．調査対象は，病院1施設，診療所1
施設であり，回答の得られた病院1	施設，診療所
1施設における画像診断用超音波装置と胎児心
音監視装置・超音波心音検出器の購入状況を調査し
たものである．その結果，	（昭和
）年以前に
画像診断用超音波装置を購入していたのは病院
施設，診療所施設の合計施設であり，総施設
数1
施設のうち，わずかの施設が保有して
いるに過ぎなかった．
表  画像診断用超音波装置の保有台数
年，中央社会保険医療協議会が調査した画像
診断用超音波装置の普及状況実態調査報告をまとめ
たものである．
その後，（昭和）年から
（昭和
）年
の間に購入した施設は，病院施設，診療所施
設であり，合計	施設が購入していたが，それで
も，まだ全体のの保有率であった．なかでも
診療所における画像診断用超音波装置の保有率はわ
ずかであり，
（昭和
）年現在でも，診療所全
体の
が保有しているのに過ぎなかった．またこ
の時期，同装置の購入希望者数は病院・診療所を合
わせても，の施設が購入希望をしているにすぎ
ず，胎児心音監視装置・超音波胎児心音検出器を保
有していたのは病院のみであり，診療所ではまだ保
有していないという調査結果であった．
厚生省が調査した「機器設備を保有する医療施
設数および保有台数」（表 ）をみた場合，超音波診
断装置の保有施設は，病院は（昭和）年から
徐々に上昇し，（昭和
）年には約半数の病院
が保有するようになっている．その後	（平成 ）
年にはほぼ全ての病院が保有し，その保有台数は 
施設あたり平均台にまで増加している．他方診療
所の方は，（昭和
）年までの保有施設数はわず
かであるが，（昭和）年は，	
（平成 ）年は，（平成 
）年はで
あり，（昭和）年を境に急増している．また
	（平成）年には前年比の上昇率であり，
保有台数もこの 年間で急増している．また 週間
の取り扱い述べ件数は，（平成 
）年は約万
回，（平成 ）年は約万回，（平成）
年は約万回と，経年的に実施回数が急増している．
すなわち病院における超音波診断装置の普及率は，
表によると，（昭和）年以降から
（昭和

）年にかけて高まっている．これを表 と比較し
てみると，その普及率は（昭和）年から徐々
に始まり，	（昭和
）年には，（昭
和
）年は
	の保有率になっている．また保有
台数は，	（昭和
）年は1台，（昭和

）年は1
台，（昭和）年は1	台と
急増していることから，病院における超音波診断装
置は，	（昭和
）年から（昭和
）年にか
けて急速に広まったといえる．他方診療所は，普及
傾向を示す表 と表 をみた場合，
（昭和
）
年までの普及率は低い．それが増加傾向を示すの
は（昭和
）年からであり（昭和）年は
％，	（平成 ）年は	，（平成 
）
年は，（平成 ）年はになってい
る．そして，保有台数は（昭和
）年は1		
台，（昭和）年は1
台と急増しているこ
とから，（昭和
）年以降に顕著な増加傾向を
示していることが明らかになった．
この表 と，当時の産婦人科病院数を比較検討した
場合，	（昭和
）年には病院における超音波診断
装置の保有台数1台と，産婦人科病院数1施
設がほぼ同数になっている．その後，（昭和
）
年には同装置の保有台数が1
台と，産婦人科病院
数をはるかに上回る台数が保有されていることから，
（昭和
）年には，産婦人科病院における超音
波診断装置の導入が一般的になったと考えられる．
他方診療所をみた場合，	（昭和
）年には，
診療所における超音波診断装置の保有台数1		台
であり，産婦人科診療所数1	施設に比して少な
い保有台数であった．その後，（昭和
）年に
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図  超音波珍断・診療装置生産金額の年次推移
超音波診断装置の普及，導入に伴って，同装置の生産額がどの程度であったのか，超音波診断・診療装置生産金額の
年次推移をまとめた．
は同装置の保有台数が1		台と，産婦人科診療所
数1施設を上回り，さらに（昭和）年に
は保有台数が1
台にまで急増している．
以上のことから，	（昭和
）年頃には病院に
おける超音波診断装置の導入が一般的になり，診療
所は，病院よりも約	年遅れで同装置の導入が一般
的になったと考えられる．そして（昭和）年
には，各施設において複数台の超音波診断装置が
保有されるようになったと考えられる．すなわち，
	（昭和
）年頃から，病院では超音波診断を含
む妊婦健診が一般的になり，（昭和
）年頃か
ら，診療所においても超音波診断を含む妊婦健診が
一般的になったといえる．
　（）分娩監視装置の普及状況
分娩監視装置の普及状況（表 ）をみると，病院
における分娩監視装置の保有施設率は，	（昭
和
）年は，（昭和
）年は
，
（昭和）年は	，	（平成 ）年は
で
あった．つまり分娩監視装置の普及は，（昭和

）年頃から急速に普及し，（昭和）年には
ほぼ全施設の病院が，分娩監視装置を保有していた
と考えられる．
他方診療所をみた場合，（昭和）年は

，	（平成 ）年は
，（平成 
）
年はであった．つまり（昭和）年以降
の，診療所における分娩監視装置の保有台数は緩や
かな増加傾向を示すにとどまっている．これは産婦
人科診療所のうち，出産介助を行っていない診療所
が多数あることから，こういう推移を示していると
考えられる．したがって出産介助を提供している診
療所では，（昭和）年以降から分娩監視装置
による出産介助が一般的になったと考えられ，
（昭和）年頃には病院分娩の機器化がほぼ成
立したといえる．
（昭和
）年，日本産科婦人科学会産婦人科
問題委員会は全国の大学病院，国立病院，赤十
字病院，公立病院の合計施設を対象に，全国に
おける分娩監視装置の設置状況を調査した．その
結果，有効回答数施設のうち，分娩監視設置病
院は	施設（
）であった．このうち日本製
分娩監視装置は
施設で使用され，全設置台数
台で，施設あたり平均
台の保有であった．始
めて購入した時期は，昭和	年代 施設，昭和	年
超音波診断を含む妊婦健診の導入と普及要因 
表  機器設備を保有する医療施設数及び保有台数
超音波診断装置が開発，導入され始めた年以降から，超音波診断装置が一般的に普及した年までの間，病院
や診療所においてどれだけ超音波診断装置や分娩監視装置が普及したのか，医療機関における保有状況をまとめた．
代施設，昭和
	年代
施設であり，その内，最も
新しく購入した時期は，昭和	年代 施設，昭和	
年代
	施設，昭和
	年代施設であることから，昭
和
	年代に入っての購入が多かった．また外国製分
娩監視装置の購入も，日本製の設置時期と同様に昭
和
	年代に最も多く購入されていた．
使用頻度は，「殆ど全例に使用」施設，「時々使
用」施設，「稀に使用」施設であった．分娩時の
適応としては，重複回答により「分娩監視経過」	
施設，「ハイリスク症例」施設，「分娩誘発」
施設，「胎児心拍不良」施設，「羊水混濁」	施
設，「8( ((#」
施設，「既往の妊娠分娩異
常」
施設であった．また，妊娠中にも分娩監視装
置を用いて検査を行う病院が，	施設あったと報
告されている．
（昭和
）年，問題委員会は，周産期診
療の分娩監視装置実施状況に関して実態調査を行っ
た ．その結果，分娩監視装置の実施時期は妊娠	
週以降，妊娠週以降	，妊娠週以降	，
妊娠週以降と，妊娠週数の比較的早い時期か
ら分娩監視装置を用いた検査の実施が報告された．
また分娩監視装置を用いる際の適応妊婦は，「正常
と思われるローリスク妊婦も全部検査を行う」，
「ハイリスク妊婦に限定する」であった．また，
分娩監視装置による記録時間は，	分以上	分未満
がと最も多かった．
以上のことから，分娩監視装置の導入は

（昭
和	）年代から徐々に始まり，	（昭和
）年頃
まではまだわずかの普及率であったが，
（昭和

	）年に入って急速に普及し，（昭和
）年に
は
の普及率になったといえる．すなわち	
（昭和
）年から（昭和
）年にかけて，約年
という短期間で，一般的に臨床応用される様になっ
た分娩監視装置は，（昭和
）年には，正常を
含む妊産婦にも広く適応されるようになり，
（昭和）年には病院や診療所に広く導入され，そ
の応用回数も急速な勢いで増加していったと考えら
れる．その結果，（昭和）年には，日本にお
ける病院出産の機器化が成立したといえる．
ま と め
超音波診断装置の普及・推進は以下の要因による
ものであった．
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第 は，超音波診断の保険導入であった．つまり
超音波診断と分娩監視装置の研究・開発が進む中，
これらの機器の普及・推進を促すためには，医
療現場への導入窓口を開くことが課題であった．そ
のため政府は，医療現場における機器の導入
を促すために医療産業育成政策を施行した．それが
	（昭和
）年に実施した超音波診断の保険導入
であり，これにより異常妊娠の診断に応じて超音波
診断を実施した場合，保険診療報酬の支払請求が可
能になったのである．
第 は，大幅な診療報酬の引き上げと，機器
企業育成政策等の敢行であった．そのため（昭
和）年には，病院と診療所における診療報酬支払
いの一本化を実現し，さらに（昭和）年には，
年間で
という大幅な診療報酬の引き上げを実
施した．また（昭和
）年には新医療技術の保
険料導入の拡大を図り，翌年の（昭和
）年に
は新経済社会発展 カ年計画を発表した．このとき
機器企業育成政策を打ち出し，さらに（昭
和
）年には，国庫扶助による周産期医療施設整備
を実施した．
その結果，	（昭和
）年頃から機器の導
入は急進し，（昭和）年には，超音波診断お
よび分娩監視装置を用いた出産管理が一般的になっ
た．くわえて超音波診断の保険導入，分娩監視装置
を含む新医療技術の保険拡大，診療報酬の大幅引き
上げ等が誘因となって，これらの検査法の反復回数
は急増し，実施時期も妊娠週数の早い時期から提供
されるようになったと考えられる．
ただし自費診療が基本である妊婦健診では，超音
波診断は原則として保険の適応にはならない．した
がって妊婦健診で行う超音波診断に対しては妊婦の
自費となるため，超音波診断の保険診療が直接妊婦
健診時の反復検査に影響を与えたとはいえない．
結 語
総じて，超音波診断の普及・推進は	（昭和
）
年以降に始まった超音波診断の保険導入と，診療報
酬の度重なる引き上げ，および 機器企業育成政
策等によって成立したものであり，「超音波診断によ
る妊婦健診の成立」は政策誘導によるものであった
といえる．それは当時の乳幼児死亡と妊産婦死亡の
改善を目的にしたものであったと考えられるが，結
果的に胎児管理を行う周産期管理が強調され，母親
になる準備期間であるという視点の検討が乏しかっ
たといえる．妊娠中は胎児が育つだけでなく，女性
が母親になる準備期間でもある．超音波診断による
胎児管理を中心においた現行の妊婦健診から，胎児
を育む女性を支援するという本来の目的に合致した
妊婦健診への再考が必要であると考える．
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